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はじめに

世界における最近の標準化活動は、単に工業製品の規格化だけでなく、
技術戦略、事業戦略のツールとして、高度化し、組織的な動きになってき
ている。（右下図：広義の標準化）

標準化活動は、通信分野など公共市場において、事業者市場や政府市
場に参入するために標準仕様を把握し、デジュール標準化活動に貢献
することが重要である。

情報分野など自由競争市場では、シェアを確保したデファクトが標準とし
て競争力を確保している。しかしながら、
今後成長が見込まれるIoTやスマートシ
ティなどの分野では、社会基盤として
「協調領域」と「競争領域」が存在する。

この分野では、オープン＆クローズ戦略
を活かした標準化が重要となってくる。
そこで、標準化をビジネスに生かすための
施策と事例を紹介する。

①製品設計・製造において守るべき規
格・基準の遵守（活動：製品安全、コンプ
ライアンス等）

②製品設計・製造において守るべき標準
の遵守（活動：標準化情報収集・理解）

③業界活動としての規格立案に協力
（活動：標準化検討に参画、推進）

④標準化された製品・技術に競争力の要
素を入れる（活動：標準化情報収集）

⑤自社製品の競争力強化のための自社
技術の標準化提案（活動：標準化提案）

広
義
の
標
準
化

狭
義
の
標
準
化
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基礎編

ビジネス戦略と標準化の関係
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政府の標準化官民戦略 経済産業省 標準化官民戦略会議資料より
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ビジネス戦略
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日本企業と海外企業の戦略構築の違い
項目 日本企業 海外企業

主な企業 トヨタ自動車、NEC、日立製
作所、東芝他

Google、Microsoft、SAP、
GE他

主たる製品・サービス 自動車、ICT機器、社会イ
ンフラ機器、電力設備他

検索サービス・自動運転ア
ルゴリズム、オフィスICTソ
フト、生産管理ソフトウェア、
社会インフラ・電力機器・
サービス

事業戦略 ・「ものづくり」に基づく、
物販事業
・自社技術は基本クローズ

・顧客データに基づく「こと
づくり」による付加価値事業

・オープン技術をベースに
集めたデータを活用
（アルゴリズムはクローズ）

提供価値 高品質・大量生産 顧客ニーズに対応した新た
な経験（オンデマンド）

高度成長期のニーズが特定され
ていた時代に適す

不確実、かつニーズが多
様化している時代に適す
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IoT推進コンソーシアム

ｽﾏｰﾄIoT
推進ﾌｫｰﾗﾑ

IoT推進
ﾗﾎﾞ

ｾｷｭﾘﾃｨ
WG

○総務省 ○経産省

各国のＩｏＴに向けた取り組み概要

○IICの情報収集、国内展開

ﾃﾞｰﾀ流通
WG

2016-01.20 時点の情報を基に加筆
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IoTによる社会インフラのアーキテクチャ
ISO/IEC JTC 1/SG 1 N86/N87へ日本（JEITA）から提案したスマート社会インフラのアーキ
テクチャ I-model（キャピタル・アイモデル）
ISO/IEC JTC 1/SG 1 N86/N87へ日本（JEITA）から提案したスマート社会インフラのアーキ
テクチャ I-model（キャピタル・アイモデル）

9



© Copyright 201７ Oki Electric Industry Co., Ltd 10

IoT時代の「ものづくり」ｖｓ「ことづくり」
IoT時代のICTシステムは、データや顧客の声をベースに「ことづくり」（コンセ
プトデザイン）を行い、「ものづくり」（システムデザイン）することが必要である。

出典：JEITAスマート社会ソフトウェア委員会H27年度報告書より
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コンセプトデザインのためのフレームワーク

出典：JEITAスマート社会ソフトウェア委員会H27年度報告書より



© Copyright 201７ Oki Electric Industry Co., Ltd 12

営業スタイルの進化

出典：NetCommerce社講演資料より（2016年）
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開発スタイル
バージョン 開発１．０ 開発２．０ 開発３．０

スタイル プロダクト開発 技術ソリューション開発 イノベーション開発

活動起点 自分たちの製品、サー
ビス

顧客の課題やニーズ お客様の変化、
社会の課題

提供価値 製品の機能、性能、品
質、コストの優位性

課題解決のために技術
やプロセスの組み合わ
せ、適応性の優位性

顧客に新しい気づきを
与え、顧客や社会の
行動を変革する

カウンターパート 購買担当者 プロセス責任者 変革推進者

開発プロセス 要求仕様の明確化
確実な開発
プロジェクト管理

ニーズの発見
最適な組み合わせ
プロセスの管理

課題発見

新たな解決方法の発
見

求められる能力 製品・サービスの知識

競合との差別化、優位
性確立のための技術

新たな技術やプロセス
に関する知識

新たな取り組みに挑戦
する意欲

社会や顧客の変化に
対する観察力

斬新な方法に挑戦す
る意欲、持続力

開発の例 通常の製品開発、バー
ジョンアップ、応札対応

IP電話、ウーバー 青色LED、IPS細胞、
ブロックチェーン
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新規事業の考え方

既存市場 新規市場

新製品・サービス 新事業１．０
（本業＋α）

新事業３．０
（新市場創出）

既存製品・サービス 既存事業
（本業）

新事業２．０
（本業外）

■アンゾフのマトリクスにより既存事業と新事業の区分を整理

■新事業分類の定義
・新事業１．０：本業への付加価値向上。製品、サービスのモデルチェンジ。
・新事業２．０：既存製品の新事業への応用。新製品、新サービスの創出。
・新事業３．０：新市場への参入、新市場の創出。新カテゴリ製品、サービス

の創出。
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技術標準と知的財産の関係

研究開発

技術標準 知的財産

成果を普及する
（市場を拡大する）

成果を守る
（市場シェアを確保する）

収入の
拡大

バランス

平松先生（大阪工業大学）TTC講演資料より
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標準化戦略
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技術標準化による市場拡大効果

技術標準化効果

知的財産権効果

市場 シェア

平松先生（大阪工業大学）TTC講演資料より
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標準化の狙いと戦略

標準化戦略 狙い 収益化 事例

A．共通化
（広げる標準化）
オープン戦略

①市場拡大
＋コスト削減

・商品・サービス
・ライセンス

・3GPP（携帯電話）
・Intel MPU

②仲間作り
（系列化）

・ライセンス ・Microsoft
Windows/Office

B.寡占化・占有化
（狭める標準化）
クローズド戦略

③義務・不利益回避 ・機会損失回避
・適用領域拡大

・青色/白色LED
（GaN半導体）

④他社技術の無効化 ・商品・サービス ・GSM→PDC排除
・VHS vsベータ

B.市場の
占有

現在の市場 A.市場の拡大
■標準化の戦略は、大別して
A.共通化とB.寡占化・専有化がある。
戦略ごとに、その狙いと収益化のポ
イント、事例を示す。

■標準化は、市場での強者がその技術力や営業力を武器に市場寡占化するケー
ス（3GPP、Intel、Microsoft）や後発組みが連合を組み、先行組を市場から排除す
るケース（日本でのWi-SUNや青色/白色LEDなど）がある。
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技術権利化と標準化の戦略例

R&D成果（技術）

権利化ﾉｳﾊｳとして
囲い込み

独自技術 標準化

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ判断1

判断2

技術独占 技術普及

平松先生（大阪工業大学）TTC講演資料より
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江藤学「企業における標準化と特許の戦略」より

※「国内市場においても国際標準化が必要な理由」 ・
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事例編

標準化を生かしたビジネス例
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標準化する場所とビジネスの関係

■標準化は、自社保有技術をオープンに
することが全てではない。

■ビジネスの目的ごとに大別して以下の
分類がある。

①自社が調達する技術、部品、製品のコストを
低減するためにインタフェースを標準化する。

②自社の技術、製品をより多く使ってもらうため
にアプリケーションインタフェースを標準化する。

③自社技術の市場を拡大するため、自社技術、
製品の要件を標準化する。

①自社が調達する技術、部品、製品のコ
ストを低減するためにインタフェースを標準
化する、あるいは標準製品を活用。
●事例：通信事業者における端末技術、
電力事業者におけるスマートメーター等

②自社の技術、製品をより多く使ってもらう
ためにアプリケーションインタフェースを標
準化する。
●事例：ｉモード、JavaなどAPI標準

③自社技術の市場を拡大するため、自社
技術、製品の要件を標準化する。
●事例：トヨタのFCV、USBなど

事業者管理装置

端末装置

クローズ オープン

インタフェース

★ポイント：インタ
フェース標準には準拠
しつつ、品質や特殊機
能の技術はクローズと
し差別化する必要が
ある。

アプリケーション

プラットフォーム
製品

アプリケーション
インタフェース

★ポイント：アプリケー
ションインタフェースを
オープンにはし、アプ
リユーザを増やし、自
社のプラットフォームを
有償販売するなどの
スキーム。

Sier、アプリ開発

自社製品

インタフェース

★ポイント：自社技術
を公開することで製
品コストも低減する
が市場を早期に拡大
する。自社は定期的
に技術仕様を更改し、
パートナーをロックイ
ンする。
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（事例１）オープン＆クローズ戦略
小川紘一「標準化がもたらす国際競争力
と経済成長」より
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（事例２）トヨタのFCV（水素燃料自動車）特許公開の事例
FCVの普及を一気に行うため、一世代古い技術を公開、
標準化し、トヨタは次世代技術投資を強化している。

第一世代ＦＣＶ 第二世代ＦＣＶトヨタ技術開発

特許公開
標準化

第一世代ＦＣＶ
＋ＦＣＶインフラ

他社
技術
開発

水素ステーション、水素燃料
自動車関連会社へ展開
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江藤学「企業における標準化と特許の戦略」より
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ITU-T SG11において、NGNサービス試験仕様の勧告化検討
⇒HATSより試験要領をベースにTTCから寄書。国際標準化に貢献。
VoIP、TV電話・TV会議に続き、3件目のT.38/IP-FAXが2015年4月完成。

HATS
SIP/MPEG4

相互接続試験要項

ITU-T
NGNサービス試験仕様勧告

提案（TTC）

HATS
NGN相互接続試験実施
（ITU-T国際標準に準拠）

ITU-T
相互接続試験DB登録

（HATSの試験結果を反映）

日本企業の
国際展開加速

日本の

マルチメディアサービ
ス市場拡大

TTC/HATS
ITUへ寄書

国際基準での
試験推進

試験機関
認定推進

メリット

HATS推進会議では、NGNを介した機器間接続の実施要領、試
験仕様を明確にするために、NGN端末間相互接続試験を実施

本実施要領、試験仕様の内容をITU-Tへアップストリームするこ
とで、HATSドキュメントとITU試験仕様とを同期

APT/ITU C&I イベントにて試験実施

ITU-T勧告とHATS文書の対応

ITU-T勧告 HATS実施要領書

NGN VoIP

試験

Q.3948

(2011年5月)

NGN端末間相互接

続試験実施要領

(VoIP)

NGN TV電話/

TV会議試験

Q.3949

(2012年7月)

NGN端末間相互接

続試験実施要領

(TV電話・TV会議)

NGNIP-FAX

（T.38）試験

Q.3951

(2015年4月)

IP-FAX相互接続試
験実施要領

（事例３）ＨＡＴＳの相互接続試験要項を基にＮＧＮサービスの試験仕様を国際勧告化

26
Copyright ©2005-2014 HATS Conference
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戦略編

標準化戦略のポイント
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標準化戦略の分類

１．対象市場の明確化：

公共市場：規制条件を優位に進める。ＷＴＯ協定などにより国内市場
であっても排除されないようにする。→デジュールスタンダード
民間市場：仲間作りにより優位なポジションを作る。→デファクト

２．市場成長性の把握：
潜在市場

黎明期

成長期

成熟期

３．自社および顧客のポジション：
チャンピオン、チャレンジャー、フォロワー、ニッチ

４．標準化の目的：
市場拡大、寡占化、コスト削減、他社の無効化、不利益の回避他

自社のポジションによる標準化の目的別の活動を行う
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標準化の目的と活動
標準化の目的 チャンピオン チャレンジャー フォロワー ニッチ

市場拡大 ・一部技術（インタ
フェース等）の公開
・古い世代の技術
公開

・自社技術の公開
（ライセンス）
・仲間作りによる適
用領域の拡大

・自社技術の公開
（ライセンス）
・仲間作りによる適
用領域の拡大
・オープン技術活用

・一部技術（インタ
フェース等）の公開

市場寡占化 ・一部技術（インタ
フェース等）の公開
・規制強化
（行政指導）

・自社技術の公開
（ライセンス）
・仲間作りによる適
用領域の拡大

・仲間作り
・動向把握
・適用領域の絞り
込み
・オープン技術活用

・規制強化
（行政指導）

コスト削減 ・自社調達部品技
術の公開

・自社技術の公開
（ライセンス）
・仲間作りによる適
用領域の拡大

・自社技術の公開
（ライセンス）
・仲間作りによる適
用領域の拡大
・オープン技術活用

・一部技術（インタ
フェース等）の公開

他社の無効化 ・一部技術（インタ
フェース等）の公開
・規制強化
（行政指導）

・他社技術の排除
あるいはオープン
化によるコスト削減

・自社技術の公開
（オープンソース）

・規制強化
（行政指導）

不利益の回避 ・不利益につながる
動向の把握

・不利益につながる
動向の把握

・不利益につながる
動向の把握

・不利益につながる
動向の把握
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標準化を仕掛けるタイミングは、知財を生かした上で、市場が
立ち上がるイノベーター、アーリーアダプターが当該技術を採
用しているタイミングが適している。

知財戦略における標準化のタイミング

マジョリティを狙うためには、この段階で標準化に対応した戦略が策定されていること

戦略検討タイミング
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まとめ



© Copyright 201７ Oki Electric Industry Co., Ltd 33

知財と標準化の事例 まとめ

長期的視点での
検討が必要

標準化活動をビジネスに生かすために、以下のポイントにつ
いて事例を踏まえて解説した。
社会課題の分析とビジネスモデルの関係

標準化する場所とビジネスの関係

自社のポジションと目的に応じた活動

オープン＆クローズ戦略

上記のポイントを踏まえて、
自社、各自の担当分野につい
て、演習にて考察を行った。

標準化をビジネスに生かすに
は、単独企業の活動のみでは
困難である。協調領域を定義
し、より強固な連携を創ること
が重要である。
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以上


